






































売 買 契 約 日：平成 15 年３月 29 日
商 品：指輪等３点
代 金 合 計：157 万 5000 円
立替払契約日：平成 15 年３月 30 日
支 払 総 額：218 万 9250 円




















































































































































































































































































































































































































レームを受けたのは平成 15 年４月 15 日であり、それまでなんら苦情を受けていないという
点は事実認定として疑問が残るとの指摘もある26。原審が、販売業者について消費生活センター
からクレームが付いていることを、まったくうかがえないわけではないとしている点に鑑みて
も、たとえ、苦情を直接受けていなかったとしても、当該あっせん業者が調査すれば簡単に判
明することであった可能性はある。それゆえ、本件を差し戻してこの点を事実審に再検討させ
るべきであったとの指摘 27 は当然であろう。
四、結びにかえて　～既払金返還請求ルールの確立にむけて～
　いすれにしても、割賦購入あっせんにおいては、売買契約と立替払契約は法的に別個の契約
であり、信販会社は通常のクレジット取引の対応をしていれば、信義則上の「特段の事情」に
該当せず、売買契約の効力の帰趨は立替払契約に影響を及ぼさないことが、本判決で示された
ことになる。
　ところで、本件の購入者が本件契約を締結した当時の事情に鑑みると、いわゆる「困惑型」
事例に該当すると考えられる。すなわち、本件は、平成20年改正法においても既払金返還規
定の適用外事例であることから、本件のような平成20年改正法適用外事例における既払金返
還問題の解決策を検討する必要がある。　
　その方策の第一としては、まず、消費者契約法５条を積極的に適用して解決を図るのが望ま
しい 28。しかし、そのためには、以下の問題を考える必要がある。
　第一に、販売業者の「媒介者」該当性についてである。クレジット取引の販売業者の法的地
位をどのように考えるかについては、従来から「契約締結補助者」の代理人または代理人に準
じる地位などの見解があったが、消費者契約法５条１項の「媒介を受けた委託者」と捉えるこ
とは可能だろうか。
　「媒介」とは、ある人と他の人との間に法律関係が成立するように、第三者が両者の間に立っ
て尽力することである。これを狭義に考えるなら、通常、契約締結の直前までの必要な段取り
を第三者が行っており、事業者が契約締結さえ済ませればよいような状況 29 であり、勧誘行為
の委託では「媒介の委託」があったといえなくなる。また、媒介に当たらない程度の勧誘行為
をしたに過ぎない場合には、『受託者等』にも当たらなくなる。しかしこれを広義に考えるなら、
単に顧客の紹介だけを委託されたような場合にも消費者契約法５条の適用可能性を認めること
ができる。学説はこの広義説が有力であるが、出来るだけ取消権を行使できる場合を広げよう
とするのが法の趣旨である点に鑑みれば、広義にとらえる方が妥当であろう。
　したがって、消費者がクレジット契約の申し込みに至る過程は、すべて販売業者が交渉を担
当し、販売業者の働きかけによって消費者のクレジット契約申し込みの意思表示は完結してい
26）　 鳥川・前掲註23）130頁
27）　 鳥川・前掲註23）130頁
28）　 個別クレジットに消費者契約法５条１項の適用を検討する先行研究としては、とりわけ池本誠司「消費
者契約法５条によるクレジット契約の取消し」国民生活研究47巻４号（2008年）１頁以下、宮下修一「消
費者契約と媒介－消費者契約法５条の意義」静岡大学法政研究16巻１．２．３．４号（2012年）220頁以下、
佐久間毅「消費者契約法５条の展開－契約締結過程における第三者の容態の帰責－」現代消費者法14号
（2012年）56頁を参照
29）　 消費者庁企画課編「逐条解説消費者契約法第２版」（商事法務2010年）155頁
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ることに照らせば、販売業者はクレジット契約締結の「媒介者」であるといえる。
　第二に、「重要事項」該当性が問題となる。すなわち、ここで立替払契約を取り消すために
は、立替払契約それ自体について「重要事項（消費者契約法４条４項）」に関する不実告知等
なされたことが必要である。しかし、販売業者の「不実告知」等は、売買契約に関してなされ
ることが多いため、立替払契約の取消しを認める裁判例は少なかった。このため、平成20年
割賦販売改正により一部解決がなされた（訪問販売等について販売業者がクレジット契約を勧
誘するに際し不実告知等ある場合には取消）のである。一方、本件のような困惑型事例の場合
には、立替払契約自体が販売業者（加盟店）の不退去・退去妨害により締結されるので、同法
４条、５条による契約取消は認めることは容易であろう。
　第三に、権利行使期間が、追認可能時から６カ月（消費者契約法７条）という非常に短期間
である点が問題である。これについては、消費者被害救済の実効性を高めるために権利行使期
間そのものを伸長するべきであるとの立法的解決策も提案されている 30 が、現行法上でも、追
認可能時をいつに設定するか調整することで、解決を図ることができる可能性がある。例えば、
誤認型事例の場合には、自らの誤認に気がついた時、すなわち、告げられた重要事項が事実と
違うことに気付いた時や告知されていなかった不利益事実の存在を知った時を追認可能時点と
すればよいだろう。
　しかしながら、困惑型事例の場合はこうした解釈による解決が難しい。困惑型事例の場合、
追認可能時は「困惑の状態を脱した時」と解される。一般に、「困惑の状態から脱した時」と
は、物理的脱出と捉えられ、事業者が住居や勤務先等から退去したときや、消費者自身が退去
すべき旨の意思を示した場所から退去したときと言われるからである 31。
　しかし、こうした物理的な退去・不退去としか観念しないのは、権利行使期間が短すぎ、実
際の消費者被害救済に資することは難しいと考える。そこで、「消費者の心理的な困惑状態が
解消されたとき 32」を「追認可能時」と捉えて、相手の物理的不退去や、退去妨害から離脱し
ても、消費者の心理的な困惑状態が継続している場合は、いまだ「追認することができる時」
にあたらないと考えることはできないだろうか。たとえば、高齢者が消費者相談センターや弁
護士等に相談した時をもって困惑から脱したと捉えたり、退去妨害から離脱後にも業者が家に
来るのではとの危惧感を抱いている場合や、様子を探るような電話がかかってくるような場合
は、いまだ困惑状態にいると考えるべきであろう 33。
　次に、第二の方策として、信販会社に個別クレジット契約のシステム管理責任および報償責
任を認めて、販売業者と購入者との間でなんらかの問題が発生した場合には、信販会社の責任
を追及し、購入者に損害賠償することで、実質的に既払金返還を受領させることも可能だろ
う。
　そもそも個別クレジット契約は、信販会社により開発されたビジネスモデルであり、取引条
件も信販会社が一方的に定めたものである 34。したがって、信販会社には、個品割賦購入あっ
30）　 取消権の権利行使期間に関する学説・裁判例等については、宮下修一「消費者契約法４条の新たな展開
（３・完）－『誤認類型』・『困惑類型』を巡る議論と裁判例の動向」国民生活研究50巻４号（2010年）61
頁以下を参照。
31）　 消費者庁企画課・前掲註29）170頁
32）　 日本弁護士連合編「コンメンタール消費者契約法第２版」（商事法務2010年）120頁
33）　 日本弁護士連合・前掲註32）120頁
34）　 村千鶴子「特定商取引法・割賦販売法改正の経緯と概要」現代消費者法２号（2009年）11頁
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せん取引のシステム運営者としての責任（システム管理責任）、あるいは制度から利益を得て
いる者としての責任（報償責任）があり、信義則上、悪質な加盟店を排除してシステムの健全
性を維持する義務があるといわれる 35。その義務とはすなわち、「加盟店管理調査義務（35条
の３の５、35条の３の７」「適正与信義務」「過剰与信防止義務（35条の３の３～ 35条の３の
４」であり、いずれも平成20年改正により信販会社の義務として規定され、この義務違反に
は行政処分が課されることとなった。これはこれらの諸義務を私法上の義務として民事責任を
課すことを妨げるものではない。むしろ、こうした義務が法により明確化したことから、信販
会社のシステム運営者の義務違反の効果として、債務不履行解除や損害賠償責任といった民事
上の責任を信義則上問うことが容易になったともいえよう。
※本稿は、2012年７月28日に開催された民法判例研究会（代表：平井一雄）における報告をもとに執筆したも
のである。報告に際しては、参加者の方々から有益なご教示を賜った。深く感謝申し上げる。
〔本稿は平成23年度科学研究費若手研究（Ｂ）（課題番号23730104）の研究成果の一部である〕
35）　 城内明「個品割賦購入あっせん取引における信販会社に対する既払金返還請求（下）」国民生活研究46
巻２号（2006年）23頁
